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（陳 情の 趣旨 ）  

 都 市再 生機 構は ，「 独立 行政 法人 改革 等に 関す る基 本的 な方 針」 の閣

議決 定（ 2013年 12月 24日） に基 づき ，次 の作 業を 進め てい ます 。  

 ○ 継続 家賃 の引 き上 げ幅 の拡 大， 改定 周期 の短 縮等 によ り家 賃収 入増

を図 るた め， 現行 の家 賃改 定ル ール の見 直し を行 う（ 2015年度 中） 。  

 ○ 高齢 低所 得世 帯等 に対 する 家賃 特別 措置 につ いて ，機 構負 担に かえ

公費 実施 を検 討し 結論 を得 る（ 2014年度 中） 。  

 ○ 収益 性が 低い 団地 の統 廃合 の加 速を 目指 し， 「賃 貸住 宅ス トッ ク再

生・ 再編 方針 」に 基づ く具 体的 な実 施計 画を 策定 する （ 2014年度中 ） ｡ 

 機 構は その 目的 に「 家賃 収入 の最 大化 」「 団地 の収 益向 上と 資産 圧縮 ｣

を掲 げ， 団地 居住 者の 居住 の安 定と ，機 構が 果た すべ き公 共的 な役 割に

つい て配 慮， 施策 は全 く見 られ ませ ん。  

 神 代団 地は 本年 10月，全 世帯 を対 象に 第 10回「 団地 の生 活と 住ま いア

ンケ ート 調査 」を 行い まし た。 団地 居住 者の 高齢 化， 収入 低下 は目 に見

えて 進行 し， 家賃 負担 は耐 えが たく なっ てい ます 。  

 世 帯主 は 65歳以 上が 60％ （ 80歳以 上 16％） を占 め， 家族 数は １人 50％ ,

２人 37％ ，女 性の 世帯 主が 30％ とな って いま す。 年金 世帯 は 61％， 年収  

 200万以 下 20％， 52％が  250万以下 です 。  

 こ れに 対し 家賃 は７ ～９ 万円 台が 60％，収 入の ４割 以上 も家 賃に 充て

ざる を得 ない 世帯 が少 なく あり ませ ん。 家賃 負担 が「 重い 」と 81％ が訴

えて いま す。 「こ の団 地に 住み 続け たい 」の 回答 は 48％「 公営 住宅 に住

みか えた い」 は 15％， 居住 の安 定を 求め る願 いは 切実 です 。  

 現 在で も家 賃が 高過 ぎる ため 退去 者が 後を 絶た ず， 当団 地  2,092世帯

のう ち約  212戸， 空き 家は １割 強に なっ てい ます 。当 団地 にと って 今ま



でに ない 現象 です 。家 賃が 下が れば 空き 家も 解消 され ます 。居 住者 の最

大の 要求 は「 家賃 引き 下げ 」で す。  

 今 回の 機構 の新 たな 動き に対 し， 特に 団地 居住 者の 実情 に鑑 み， 下記

の事 項に つい て意 見書 を内 閣総 理大 臣， 国土 交通 大臣 並び に都 市再 生機

構理 事長 宛て に御 提出 いた だき たく お願 い申 し上 げま す。  

 

（陳 情事 項）  

１  家賃 引き 上げ 幅拡 大， 改定 周期 短縮 等を 策す る家 賃改 定ル ール 改悪

をや め， 機構 法附 帯決 議， 住宅 セー フテ ィネ ット 法を 遷守 し， 安心 し

て住 み続 けら れる 家賃 制度 に改 善す るこ と。  

２  低所 得高 齢者 等へ の家 賃特 別措 置の 充実 に努 め， 高齢 者・ 子育 て世

帯の 居住 安定 を図 るこ と。  

３  収益 本位 の団 地統 廃合 では なく ，ま ず空 き家 を早 期に 解消 する など ,

公団 住宅 を公 共住 宅と して 守り ，国 民の 住生 活向 上と コミ ュニ ティ の

形成 に大 いに 役立 てる こと 。  


